




Disaster Risk Reduction in the Reconstruction Process from Great East Japan Earthquake: 








































































































































































































































農山村（N=28） 57.1 35.7 7.1
漁村（N=54） 79.6 16.7 3 .7
市街地（N=48） 75.0 18.8 6.3
農山村（N=41） 36.6 31.7 31.7
漁村（N=14） 71.4 28.6 0































農山村（N=28） 50.0 3.6 21.4 14.3 10.7
漁村（N=53） 11.3 11.3 34.0 18.9 22.6
市街地（N=46） 32.6 10.9 43.5 10.9 0
農山村（N=37） 40.5 5.4 35.1 16.2 2.7
漁村（N=14） 7.1 7.1 78.6 7.1 0






















農山村（N=26） 15.4 50.0 15.4 19.2
漁村（N=52） 13.5 59.6 21.2 5.8
市街地（N=45） 13.3 48.9 28.9 8.9
農山村（N=27） 18.5 40.7 29.6 11.1
漁村（N=14） 35.7 14.3 28.6 21.4































た南三陸志津川を中心に県下一帯にわたって工期 3 年、総工費 14.7 億円、総延長 30km
に及ぶ大規模な防潮堤事業が実施された（宮城県土木部・建設技術協会	1972）。こうした
防災施設環境の変化も原地復帰の動向に影響したと考えられる。その結果、両地区は東日

































































農山村（N=22） 27.3 36.4 13.6 22.7
漁村（N=52） 34.6 53.8 9 .6 1 .9
市街地（N=41） 2.4 51.2 22.0 22.0
農山村（N=34） 5.9 35.3 23.5 35.3
漁村（N=13） 15.4 69.2 0 15.4













農山村（N=21） 14.3 38.1 47.6
漁村（N=47） 48.9 34.0 17.0
市街地（N=38） 18.4 47.4 34.2
農山村（N=35） 2.9 42.9 54.3
漁村（N=13） 0 92.3 7.7






































































6~7 割を占めるのに対し、三陸では 3~4 割にとどまっている。海岸堤防の高さに平野と
リアスで特段の差異はないので、防災施設の現状評価に関する地域差は両地域の社会経済




























弁明を迫られた（2012 年 9 月第 7 回勉強会）。
　第 3 は、防潮堤計画が避難計画と切り離されて進められていることへの疑義である。「地
震があったら津波、高台に逃げるのが一番。逃げるための避難路が優先されるべきなのに、







































































気仙沼は 77.2%、南三陸は 66.2%、女川は 89.7% にのぼり、気仙沼では 74 ヵ所、南三陸





みれば、地区で行われている防災訓練の頻度は「半年に 1 回以上」が 9.7%、「1 年に 1 回
程度」が 74.5% であり、84.2% の地区で年に 1 回以上防災訓練が実施されている。防災訓
練への参加者は地区住民の「ほとんど」が 14.9%、「3 分の 1 から半数程度」が 57.6% であり、
これも比較的多くの住民の参加みられるといってよいだろう。震災前後の防災訓練参加者

























自主防災組織が解散した。地区の人口が 400 人から 150 人に激減し、防災の担い手がいな
くなったことが原因である。あるいは、気仙沼市唐桑の崎浜地区では 11 の隣組毎に独自
の防災マップを作成するなど先進的な取組みを展開している。しかし震災後、地区の人口







































































































































自治体 調査単位 対象地区 サンプル数 回収数 回収率(%)
気仙沼市 行政区 全市 204 106 52.0
南三陸町 行政区 全町 75 34 45.3
女川町 行政区 全町 33 25 75.8
石巻市 町内会 旧石巻市 87 62 71.3
東松島市 行政区 全市 69 38 55.1
七ケ浜町 行政区 全町 16 8 50.0
名取市 行政区 下増田、閖上 21 12 57.1
岩沼市 町内会 東部地区 28 12 42.9
亘理町 行政区 荒浜、吉田東部 15 11 73.3
山元町 行政区 全町 25 16 64.0
5）	 リアスは気仙沼、南三陸、女川（計 162 地区）、平野は石巻、東松島、七ケ浜、名取、岩沼、亘理、山元（計
158 地区）に分類した。
6）	 波路上は震災後に誕生した新しい自治会である。震災前は向原、上町、牧、岩井崎、内田、杉ノ下の 6 地区があり、
各々が自治会を有していたが、震災で杉ノ下が壊滅的な被害を受けたため、2017 年に 5 地区 1 自治会に再編




した大量の車両や瓦礫に引火して焼失面積が 101973㎡に及び大規模火災が発生し、鎮火するまでに 10 日間を
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